
地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、地域密着型特定施設入居者 

生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業所における 

生活相談員の資格要件について 

 

地域密着型通所介護事業所等の生活相談員については、厚生労働省令等に基づき、

「社会福祉法第 19条第 1項各号のいずれかに該当する者」又は「これと同等以上の能
力を有すると認められる者」と規定されております。 
「社会福祉法第 19条第 1項各号のいずれかに該当する者」は、社会福祉士、社会福

祉主事（3科目主事）又は精神保健福祉士となっておりますが、「これと同等以上の能
力を有すると認められる者」の具体的な内容については、以下のとおり東京都福祉保

健局の定めに準じて取り扱っております。該当内容によっては、資格要件確認のため、

実務経験や施設長経験の確認に、在職証明書等の提出が必要となります。 
必要書類の詳細は以下から御確認ください。 

 
生活相談員の資格要件のうち、「これと同等以上の能力を有すると認められる者」の

具体的内容等 
 
内容 留意事項 証明書類 
１ 介護支援専門員 
【要介護者等が自立した日

常生活を営むのに必要な援

助に関する専門的知識及び

技術を有する者】 

 介護支援専門

員証の写し 

２ 特別養護老人ホームに

おいて、介護の提供に係る

計画の作成に関し、１年以

上（勤務日１８０日以上）

の実務経験を有する者 
【介護の提供に係る計画の

作成に関し経験のある者】 

「特別養護老人ホームにおいて、介護の

提供に係る計画」は「特別養護老人ホー

ムの設備及び運営に関する基準」（平成

１１年３月３１日厚生省令第４６号）第

１４条に定める「入所者の処遇に関する

計画」を示します。 

勤務先で発行

する在職証明

書（職務内容、

在職期間が確

認 で き る も

の） 

３ 老人福祉施設の施設長

経験者 
【介護の提供に係る計画の

作成や処遇等に、専門的な

知識経験を有する者】 

「老人福祉施設」とは、老人福祉法第５

条の３より、老人デイサービスセンタ

ー、老人短期入所施設、養護老人ホーム、

特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、

老人福祉センター及び老人介護支援セ

ンターをいいます。 

勤務先で発行

する在職証明

書（役職、職

務内容、在職

期間が確認で

きるもの） 



「施設長経験者」とは、施設長として１

年以上の実務経験を有する者とします。

なお、老人デイサービスセンター及び老

人短期入所施設での施設長経験者（管理

者）については、社会福祉施設長資格認

定講習会の課程を修了した者若しくは

社会福祉事業において２年以上従事し

た者とします。 
４ 通所介護事業所、通所

リハビリテーション事業

所、短期入所生活介護事業

所、短期入所療養介護事業

所、特定施設入居者生活介

護（外部サービス利用型を

除く）の特定施設、地域密

着型通所介護事業所、認知

症対応型通所介護事業所、

認知症対応型共同生活介護

事業所、地域密着型特定施

設入居者生活介護の地域密

着型特定施設、地域密着型

介護老人福祉施設、介護老

人福祉施設、介護老人保健

施設及び介護療養型医療施

設において、当該事業所又

は施設における介護に関す

る実務経験が通算で１年以

上（勤務日１８０日以上）

あり、介護福祉士の資格を

有する者 
【介護の提供について豊富

な知識及び経験を有する

者】 

通所介護事業所、通所リハビリテーショ

ン事業所、短期入所生活介護事業所、短

期入所療養介護事業所、特定施設入居者

生活介護（外部サービス利用型を除く）

の特定施設、認知症対応型通所介護事業

所及び認知症対応型共同生活介護事業

所については、介護予防サービスを含み

ます。 

勤務先で発行

する在職証明

書（サービス

種別、職務内

容、在職期間

が確認できる

もの）及び介

護福祉士登録

証の写し 

 


